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１. 「人を対象とした調査や実験」に関する人々の倫理意識に関する調査とは 

 

（１）調査の目的 

 

 今日，エビデンス＝証拠に基づいた政策形成の必要性が喧伝され，エビデンスを得るこ

とを名目として社会科学の領域においても人を対象とする大規模な実験が行われるように

なった。ところが，調査対象となる被験者が，そのような実験を「本心で」了承したかど

うかは不明であり，場合によっては政府・公共機関による実施自体が，暗黙のうちに強制

性を伴っていることも考えられる。そうすると，そのようにして得られたデータを「エビ

デンス」として用いることの妥当性は,改めて問う必要もあるように思われる。本研究はこ

のような認識のもとで，「人を対象とする」調査の被験者が実際に実験にさらされることへ

の認識や意識を明らかにし，「エビデンス」の信頼性・妥当性を検証しようとするものであ

る。 

 

（２）調査内容 

  

調査内容は以下の通り，大きく分けて 5 つの構造から作成された。 

 

① 個人属性 

最終学歴，子どもの有無，子どもの年齢，その他の個人属性についてはモニター登録者の

情報を利用したため，計 3 問を尋ねた。 

 

② 教育改革への志向性 

様々な教育改革に対する賛成，反対意見を尋ねた。13 個の様々な教育改革に対して，マト

リクス形式により,「反対・やや反対・どちらでもない・やや賛成・賛成・分からない」の



6 つの選択肢により尋ねた。また，それぞれの教育改革の事例は，順番をランダムにして

尋ねた。 

 

③ 学校段階別の実験研究に対する認識 

幼稚園，小学校，中学校，高校，大学の各学校段階を対象とした仮想の実験研究に対して，

倫理的に問題であるか否かの意見を尋ねた。合計で 15 個の実験研究の事例を用いて，回答

者一人当たり 5 個の実験事例について「全く問題がない・あまり問題がない・どちらでも

ない・少し問題がある・とても問題がある」の 5 件法で評価・回答をしてもらった。（詳細

は，（３）調査設計参照のこと） 

 

④ 実験研究の主体別の参加の度合い 

③のような実験研究を，どの主体が行うのであれば，子ども・若者に参加させても良いか

否かを尋ねた。主体は，政府，自治体，大学等の研究者，小・中・高校の教員・医者の 5

主体を提示し，マトリクス形式で回答してもらった。また，それぞれの主体の順番はラン

ダムに提示した。 

 

⑤ 実験研究の参加の決め手 

実験研究に対する参加，不参加の決め手を尋ね，当てはまるもの全てを選択して回答して

もらった。選択肢は，「参加しなければならないという強制性」，「取り組みや改革への期待」，

「市民としての義務」，「市民としての権利」，「個人に対して利益が還元されるかどうか」，

「公共に対して利益が還元されるかどうか」，「プライバシー，または個人情報保護の適切

性」，「参加に伴う謝礼の大きさ」，「周囲の状況や動向」，「研究内容の倫理性」，「その他」，

「決め手となるものはない」という 12 項目を用いた。選択肢の中から，「その他」，「決め

手となるものはない」のみを最後の選択肢として固定化し，それ以外の選択肢は，順番を

ランダム化して提示した。 

 

（３）調査設計 

 

 調査は，③の「学校段階別の実験研究に対する認識」に関する質問項目をランダムに割

り当てるように設計した。それぞれ学校段階ごとに 3 個ずつの実験研究の事例を作成し，

合計 15 個の実験研究の仮想事例を作成した。回答者は，この 15 の仮想事例から，幼稚園，

小学校，中学校，高校，大学それぞれについて，確実に 1 つを回答してもらう。つまり一

人の回答者は，5 つの実験研究の仮想事例をワンセットとして，評価をしてもらうことに

なる。このワンセットは，ቀ
ଵ

ଷ
ቁ
ହ
ൌ 243通りの組み合わせになる。ランダム化比較試験では，



回答者をランダムに割り当てるが，本研究ではヴィネット調査（松田 2009，林 2010，松田

2019，Igarashi and Ono 2020 など）を参考に，質問項目をランダムに割り当てるというデザ

インを選択した。ヴィネット調査は，評価対象を具体的に設定でき，変数の組み合わせを

自由に操作できるため，任意の状況を設定できるというメリットがある（塩谷ほか 2012）。

本研究のように，実際に実験研究を行うことは難しいが，具体的な場面を想定して，回答

者に評価してもらうという事例には最適であろう。 

 また，このようなランダム化を行なった理由は二つある。第一に，実験研究の事例をラ

ンダムに割り当てることで，個人属性など様々な交絡要因を統制することが可能となる点

である。第二に，各学校段階ごとの効果をみる上で，どのような実験であるかという実験

研究の内容（以下，コンテンツ効果）の効果を統制するためである。コンテンツ効果を統

制する方法としては，様々な実験研究の事例を考え，その事例をランダムに回答者に割り

当てる方法や，同じ実験研究の事例を学校段階別に考え，その差を学校段階の効果とする

ことなどが考えられる。後者については，全ての学校段階に共通の実験研究の事例が数少

ないため，前者の方を採択した。しかしながら，予算とシステム設計の都合上，15 個の事

例を用いて，243 通りの組み合わせしか作成できていないため，コンテンツ効果を完全に

は排除できていない。これは今後の課題でもあるが，統制できないよりも統制できた方が

より純粋な学校段階ごとの効果が推定できるため，このような調査設計を行なった。 

 この調査設計により，回答者がすべての仮想実験事例を評価してはいないにもかかわら

ず，それぞれの学校段階の集計結果をもとに，サンプル全体の学校段階ごとの実験事例に

対する倫理意識の分析が可能となる。 

 

（４）調査会社 

 

 複数の調査会社からのお見積もりの比較と 243 通りの組み合わせが可能なシステム設計

が可能な会社として，株式会社マクロミルに調査を委託することとした。 

 

（５）倫理審査委員会（2021 年 2 月承認） 

 

 この調査は，広島大学高等教育研究開発センター・研究倫理審査委員会の審査を経てセ

ンター長の承認を得た。 

 

（６）実査 

 

 広島大学高等教育研究開発センター・研究倫理審査委員会の審査を経て，2021 年 3 月に

調査を開始した。目標サンプルサイズは 1000 で，243 通りの組み合わせの回答が偏ること



を考慮し，1000 に 243 通り全ての組み合わせ一通りずつを加えた 1243 のモニターを対象

とした。その結果，当初想定していた欠損や，回答中止がなく，1243 人全てのモニターか

ら回答が得られたため，1243 のサンプルが得られた。 

 

（７）研究プロジェクト 

 

 本調査研究プロジェクトは，以下の 5 つの研究の一環で行われた。 

・AMED（国立研究開発法人日本医療研究開発機構）科研費(研究機関の研究支援ガイドラ

インの構築に関する国際調査研究，2019 年〜2021 年，研究代表者：野内玲＜信州大学＞) 

・JSPS(日本学術振興会)科研研費（JP20H01643，基盤研究(B)，EBPM の批判的検討を通じ

た高等教育政策・研究の高度化と EIPM への展開可能性，2020 年〜2024 年，研究代表者：

村澤昌崇＜広島大学＞） 

・JSPS(日本学術振興会)科研研費（JP18K18651，挑戦的研究（萌芽），多様な使命と目的を

同時最適化する卓越した大学モデルの探索，2018 年〜2020 年，研究代表者：村澤昌崇＜広

島大学＞） 

・JSPS(日本学術振興会)科研研費（JP19H00621，基盤研究(A)，知のオープン化時代の大学・

科学相関システムの再構築，2019 年〜2021 年，研究代表者：小林信一＜広島大学＞） 

・JSPS（日本学術振興会）特別研究員奨励費（JP20J14673,高等教育政策を事例にした EBPM

の批判的検討，2020 年〜2021 年，研究代表者：中尾走＜広島大学大学院＞） 

 

２. 単純集計表 
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